
法人単位附属明細書
\ 固定資産の取得、処分、減価償却費（「第87特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）及び減損損失累計額の明細 ［単位：円］

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減 価 償 却 累 計 額

減損損失累計額 差引当期末残高 摘 要
当期償却額

建 物 598¶901¶096 77¶186¶395 ` 676¶087¶491 164¶436¶621 40¶472¶371 ` 511¶650¶870

構 築 物 238¶508¶070 16¶009¶692 ` 254¶517¶762 80¶734¶713 17¶980¶531 ` 173¶783¶049

有 形 固 定 資 産
（償却費損益内）

船 舶 75¶305¶889 ` ` 75¶305¶889 51¶393¶258 8¶660¶266 ` 23¶912¶631

車 両 運 搬 具 189¶643¶411 7¶330¶114 2¶107¶934 194¶865¶591 143¶941¶511 20¶312¶642 ` 50¶924¶080

工 具 器 具 備 品 5¶490¶443¶299 468¶418¶134 42¶431¶292 5¶916¶430¶141 4¶280¶824¶235 562¶983¶740 ` 1¶635¶605¶906

計 6¶592¶801¶765 568¶944¶335 44¶539¶226 7¶117¶206¶874 4¶721¶330¶338 650¶409¶550 ` 2¶395¶876¶536

建 物 34¶075¶013¶521 2¶046¶660¶878 146¶226¶152 35¶975¶448¶247 11¶413¶715¶081 1¶548¶565¶312 34¶660¶883 24¶527¶072¶283 注１

構 築 物 8¶114¶147¶573 537¶000¶682 31¶974¶349 8¶619¶173¶906 2¶934¶247¶012 533¶751¶740 ` 5¶684¶926¶894

有 形 固 定 資 産
（償却費損益外）

機 械 及 び 装 置 2¶298¶780¶720 ` 6¶710¶300 2¶292¶070¶420 1¶228¶064¶958 154¶790¶443 6¶458¶203 1¶057¶547¶259

船 舶 17¶404¶746¶892 ` ` 17¶404¶746¶892 10¶324¶576¶952 1¶286¶360¶064 ` 7¶080¶169¶940

２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表計上額 時 価 差 額

\現金及び預金 4¶223¶703¶515 4¶223¶703¶515 `

]未収金 3¶714¶127¶495 3¶714¶127¶495 `

^有価証券及び投資有価証券 2¶101¶737¶263 2¶122¶960¶000 21¶222¶737

{満期保有目的債券 2¶101¶737¶263 2¶122¶960¶000 21¶222¶737

_未払金 (2¶510¶035¶267) (2¶510¶035¶267) `

`設備関係未払金 (3¶215¶013¶973) (3¶215¶013¶973) `

~負債に計上されているものは、（ ）で示しております。
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[キャッシュ・フロー計算書関係]

１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳
現金預金勘定 4¶223¶703¶515
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円

資金期末残高 4¶223¶703¶515

á á á á á á

円

２．重要な非資金取引
{寄附による資産の取得 7¶678¶125円
|固定資産の除却 85¶602¶840円

[行政サービス実施コスト計算書関係]

引当外退職給付増加見積額のうち、126¶294¶203円については国及び地方公共団体からの出向職員
に係るものであります。

[重要な債務負担行為]

１．施設整備費補助金により西海区水産研究所石垣支所八重山栽培技術開発センター亜熱帯性魚類増
養殖研究棟新築その他工事の契約を締結しております。

契約金額 210¶630¶000円
次期以降支払額 141¶330¶000円

[重要な後発事象]

該当する事項はありません。
[行政サービス実施コストに準ずる費用関係]

独立行政法人会計基準第24の項目には該当しないが、行政サービス実施コストに準ずる費用は次
のとおりであります。
筑波共同利用施設から提供を受けている受益の費用 34¶093¶405円

[金融商品の時価等に関する注記]

１．金融商品の状況に関する事項
資金運用については公社債等に限定しております。
また、投資有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、公債のみを保有してお
り株式等は保有しておりません。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項
\現金及び預金、]未収金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

^有価証券及び投資有価証券
これらの時価について、債券は取引金融機関から提示された価格によっております。

_未払金、`設備関係未払金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

（追加情報）
当事業年度より、「独立行政法人会計基準」及び「独立行政法人会計基準注解」の改訂に伴い、「金融
商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第18号）等を参考の上、金融商品の時
価等について注記しております。
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